
１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ＜道路分野＞
県土整備部

道路企画課 電話3016
道路建設課 電話2630
道路管理課 電話2677

＜主な５か年加速化対策の事業＞

（１）道路ネットワークの機能強化対策

（４）渡河部橋梁の流失防止対策

上記の他、ＩCＴを活用した道路管理体制の強化対策

緊急輸送道路において、

被 災 時 に 通 行 止 め が

長 期 化 す る 渡 河 部 の

橋梁流失の災害リスク

に対し、橋梁の架け替え

を推進

発災後概ね１日以内に

緊急車両の通行を確保し、

概ね１週間以内に一般車両

の通行を確保することを

目標として、高規格道路の

ミッシングリンクの解消等に

よる災害に強い国土幹線

道路ネットワークの機能

強化対策を推進

高規格道路の
ミッシングリンクの解消

新宮紀宝道路（紀宝町）

（２）道路施設の老朽化対策

定期点検等により確認さ

れた修繕が必要な道路施設

（橋梁、トンネル、道路附

属物、舗装等）について、

早期または緊急に措置す

べき施設の老朽化対策を

推進

支承交換、塗装塗替え

国道４７７号 神森橋（菰野町）

（３）道路の法面・盛土の土砂災害防止対策

緊急輸送道路において、

豪雨や大規模地震による

土砂災害等の発 生 を 防

止 す る た め 、 土砂災害

の危険性がある箇所に対

する道路法面・盛土対策

を推進

橋梁の架け替え

令和５年１月完成

国道２６０号東宮橋（南伊勢町）

道路法面落石防護

令和５年１１月完成

賀田港中山線（尾鷲市）

令和６年秋頃開通予定



県土整備部
河川課 電話2679
防災砂防課 電話2697
港湾・海岸課 電話2691

＜主な５か年加速化対策の事業＞

１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ＜流域分野＞

気 候 変 動 の 影 響 に

よ り 、 近年の激甚化・

頻発化する水災害に対

応するため、河 道 掘

削 、 堤 防 整 備 、 堤 防

強 化 、 耐 震 対 策 、 ダ

ム の 整 備 等 を 推 進

（１）流域治水対策（河川）

ダム整備

（２）流域治水対策（砂防）

社会・経済活動を支える

基礎的インフラである医療

施設・学校・道路や人家及

び要配慮者利用施設を土

砂災害から保全するため、

砂防堰堤や急傾斜地崩壊

対策施設等の砂防関係施

設の整備を推進

（３）流域治水対策（海岸）

上記の他、河川管理施設・ダム管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設の老朽化対策

令和６年度以降継続

耐震対策
鳥羽河内ダム

完成イメージ（鳥羽市）

令和６年度以降継続

市ノ谷（亀山市）

強い台風による高潮や南

海トラフ地震が想定される

ため、災害リスクが高い沿

岸域において、高潮・耐震

対策及び堤防を粘り強い

構造とする津波対策につ

いて海岸保全施設の整備

を推進

高潮・津波対策

海岸堤防の強靱化
津波等に対し粘り強く防護機能を発揮

宇治山田港海岸（伊勢市）

令和６年度以降継続

鍋田川（木曽岬町）

砂防関係施設整備

（４）港湾における老朽化対策

海上交通ネットワークを

維持、港湾施設の安全

な 利 用 の 確 保 に 加 え 、

老朽化が著しい施設に

対 し 、 長 寿 命 化 計 画 に

基 づ く 老 朽 化 対 策 を 推

進

物揚場の老朽化対策

令和６年度以降継続

津松阪港新堀地区（津市）

物揚場の更新
地震等の災害時の安全性向上も期待される
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○国土強靱化等予算としては過去最大となる２３０億円を確保し、完成見通しを前倒しするなど強靱な県土づくりを加速

１ 強靱な県土づくりの強力な推進
～国土強靱化等予算の確保による完成見通しの前倒し～

県土整備部
県土整備総務課 電話2762
道路建設課 電話2630
防災砂防課 電話2697

一般県道一志出家線（中川原橋）道路改良事業（津市）

一般県道矢口浦上里線道路改良事業（紀北町）

令和６年度末開通を令和６年内開通に前倒し

令和６年度末開通を令和６年内開通に前倒し

国道421号大安ICアクセス道路事業（いなべ市）

※同路線施工済箇所

主要地方道伊勢南島線道路改良事業（度会町）

完成イメージ

一級水系新宮川水系雨東谷通常砂防事業（熊野市）

令和６年度末開通を令和６年内開通に前倒し

冠水対策の完成を令和６年度に前倒し

砂防堰堤の完成を令和６年度に前倒し

国土強靱化等予算の推移

R4年度
補正

R5年度
補正

R2年度
補正

R3年度
補正

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度R2年度R元年度H30年度

H30年度
補正

億円



県土整備部
都市政策課 電話2706
下水道事業課 電話2725

１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ＜都市政策分野＞

＜主な５か年加速化対策の事業＞

（１）市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策

電柱倒壊による社会的影響

が大きい市街地の緊急輸送

道路において、道路閉塞を

未然に防ぎ、大規模災害時

の被害の軽減を図るととも

に、救急救命・復旧活動に

必要な交通機能を確保する

ため、無電柱化を推進

電線類地中化

令和５年度以降継続

都市計画道路外宮常磐線（伊勢市）

（３）都市公園の老朽化対策

都市公園において老朽化

した施設での事故等を防止

し、ライフサイクルコストの

低減や持続可能な維持管

理を実現するため、長寿

命化計画に基づく老朽化

対策を推進

公園（防災拠点）施設の更新
（照明施設の更新）

（２）下水道施設の地震対策

（４）下水道施設の老朽化対策

南海トラフ地震等の大規模

地震の発生リスクが高まる

中で、地震時の最低限の

排水機能を確保するため、

防災拠点や病院等の重要

施設に係る下水道管路や

下水処理場の耐震化を推進

管路破損等による道路陥没

事故の発生や機能停止を

未然に防止するため、

施設の重要度等を踏まえた

効率的な下水道管路の

点検・調査や、劣化度等を

踏まえた計画的な改築・修繕

を推進

令和６年度以降継続

松阪処理区白山幹線（松阪市）

（マンホールの補強）

下水道施設の耐震対策

下水道管路の点検・調査

令和６年度以降継続

桑名幹線（桑名市）

（カメラ調査）

令和６年度以降継続

北勢中央公園（四日市市他）ほか

照明施設
（LED化）

四阿（あずまや）



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～緊急輸送道路等の機能確保～
県土整備部

道路建設課 電話2672
道路管理課 電話2677

※：令和３年３月現在の緊急輸送道路上

の１５ｍ以上の橋梁数

（１）緊急輸送道路の機能確保

南海トラフ地震などの大規模地震が発生した際にも損傷が限定的

なものに留まり、速やかに機能回復ができるように橋脚補強、落

橋防止対策を実施

阪神淡路大震災
（兵庫県神戸市）

写真提供：国土交通省近畿地方整備局

 橋の倒壊や落橋対策

５年後の達成目標

令和８年度

１００％

要対策

５５３橋

令和２年度(８８％)

令和３年度(９１％）

令和４年度(９３％)

５５３橋

※

完了率

令和５年度見込み(９４％)
令和６年度見込み（９５％）

橋脚の補強
一般国道167号 船津橋（鳥羽市）

・LPデータの活用により、法面点検対象箇所以外でも、
高精度かつ効率的にリスク箇所を抽出

・防災、観光における重要路線で災害が頻発するパール
ロードを選定

鳥羽阿児線（パールロード）の
法面点検対象箇所以外で
令和３、４年度に全面通行止め
を伴う法面崩落が発生

法面点検対象箇所以外でも
リスク箇所の把握が必要

令和５年度

令和５～６年度

災害要因の判読

災害リスク箇所の抽出

安定度調査
防災カルテ作成

LPデータを活用し、
落石発生源等の
災害要因を判読

道路沿いのリスク箇所を抽出し、
法面の危険度を判定

法面点検の実施

危険度が高い法面の
調査を行い、防災
カルテを作成

対策実施

令和７年度以降

（２）LPデータ活用により抽出した災害危険箇所の調査

○ 緊急輸送道路における橋梁耐震補強の令和８年度完了に向けて整備を加速するとともに、LPデータ活用

により抽出した災害危険箇所の安定度調査を実施



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～インフラメンテナンスの推進～

○ 老朽化の進行に起因する事故の発生や機能停止を未然に防止するため、メンテナンスサイクルを着実に

実施するとともに、インフラの老朽化対策を推進

県土整備部
県土整備総務課 電話2762
道路管理課 電話2677

支承の腐食

主桁コンクリートの剥離

定期点検等により確認された修繕が必要な施設について、
早期または緊急に措置すべき施設の老朽化対策を実施

1 0 年 後

令 和 ５ 年 ４ 月 時 点 令 和 1 5 年 ４ 月 時 点

建 設 後
5 0 年 以 上

建 設 後
5 0 年 未 満
1 , 4 6 0 橋

3 5 ％

建 設 後

5 0 年 以 上

2 , 0 3 3 橋
4 8 ％

建 設 後
5 0 年 未 満
2 , 1 6 8 橋

5 2 ％

2 , 7 4 1 橋
6 5 ％

老朽化するインフラ施設

令和５年４月１日現在、４,２１０橋（橋長２ｍ以上）の道路橋を
管理しており、このうち建設後５０年を経過する橋梁は全体
の約５割を占める。１０年後にはこの割合が６割を超えるな
ど、急速に高齢化が進展する見込み

老朽化対策の推進

三重県内の状況

（例）道路橋

（対策例）

※架設年次不明の９橋除く

水門設備の老朽化

支承の取替

水門設備の取替

コンクリート断面の修復

平成24年12月 中央自動車道笹子トンネル天井板崩落事故
事故を契機に戦略的・計画的なインフラメンテナンスを推進

令和５年度 ２巡目道路施設点検が終了（令和元～５年度）
令和６年度 ３巡目道路施設点検を開始（令和６～10年度）



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～流域治水の本格的展開～
県土整備部
河川課 電話2682

○ 流域のあらゆる関係者で取り組む治水対策をまとめた「流域治水プロジェクト」に基づき取組を着実に推進

国の「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」
○河川計画での降雨量は、全国平均で1.1倍となる

令和６年度
３河川で気候変動を踏まえた河川整備計画の見直しを推進

（２）特定都市河川の指定制度の活用（１）気候変動を踏まえた河川整備計画等の見直しの推進

特定都市河川の指定による主な取組

特定都市河川の指定による効果
○土地利用規制等により浸水被害が軽減
○優先的な予算措置で河川の整備が加速化

近年の降雨（全国）

近年の降雨状況の変化
○時間雨量50㎜を超える短時間強雨の発生件数が増加
○気候変動の影響により、水災害の更なる頻発・激甚化が懸念

流域治水の主な取組
○氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策
○被害対象を減少させるための対策
○被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

特定都市河川の指定による流域治水の実効性の確保
流域治水の取組を流域水害対策計画に位置付けることによ

り、法的枠組を活用することが可能

降雨量の増加を考慮した河川整備計画の見直しが必要

令和６年度
中村川・波瀬川・赤川流域水害対策計画に基づく取組の推進



あああああああああああああ

（６）良好な住環境の実現
県土整備部

建築開発課 電話2752
住宅政策課 電話2720

（２）建築物の耐震化

１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～住宅・建築物の耐震化～

緊急輸送道路を閉塞するおそれのある避難路沿道建築物

の耐震改修・除却等の支援

避難路沿道建築物の耐震化

建替前

建替後

防災対策部提供

（１）住宅の耐震化

能登半島地震 新潟県中越沖地震熊本地震

耐震改修・除却等（事例）

除却後

除却前

地震による建築物の倒壊で、道路を閉塞するおそれがある
ことから、災害発生時に特に重要な施設を広域的に結ぶ緊急
輸送道路沿いの建築物（避難路沿道建築物）の耐震化を推進

木造住宅の耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事、耐震

性のない空き家除却等の支援

木造住宅の耐震化

木造住宅の倒壊による人的被
害を減らし、道路の閉塞を防ぐ
ため、耐震化や除却を推進

耐震改修の工事費を低減する
ため、設計者や施工者向けに
低コストの補強工法の講習会
を開催

耐震改修工事（事例）

能登半島地震

すじかい補強

柱脚の金物補強

構造合板による補強
（低コスト工法）

天井も床も
壊さず
補強可能



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～災害時の迅速な対応～
県土整備部
港湾・海岸課 電話2690
施設災害対策課 電話2674

（２） 水害リスク情報の充実・強化

伊勢湾沿岸

熊野灘沿岸

区
域
指
定
済

区
域
指
定
に
向
け

作
業
中

住民等の自主的な避難を促すため市町ハザードマップに
掲載する高潮浸水想定区域情報を作成

◆熊野灘沿岸を対象とした取組
令和５～６年度 令和７年度

高潮浸水想定区域図作成

市町ハザードマップへの掲載例

桑名市作成 高潮ハザードマップ

◆伊勢湾沿岸を対象とした取組
令和２年度 高潮浸水想定区域図公表

ハザードマップに反映開始
令和４年度 高潮浸水想定区域を指定

区域指定（予定）

（１）危機管理体制の強化

大規模災害への備えとして、現場での実動訓練を充実

国

三重河川国道事務所

建設事務所本庁
（例）ドローンによる配信県土整備部災害対策本部

◆ 関係機関と連携した実動訓練の充実

国、市町、建設関係者
が集合。道路啓開方針
等を決定する図上訓練

建設関係者と連携した
排水ポンプ車の操作訓練

津波被害などを想定した
障害物除去の実動訓練

◆ Ｗｅｂ会議を活用した初動訓練の充実

より実践的な訓練を繰り返し、職員全体の災害即応力を向上 市町ハザードマップに反映

○ 本庁と事務所が一体となった訓練を積み重ねるなど、初動対応の迅速化に向けて危機管理体制を強化するとともに、

住民等の自主的な避難を促すための高潮浸水想定区域情報を充実・強化

令和5年12月配備



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～道路管理体制のデジタル化～
県土整備部

道路企画課 電話2739
道路管理課 電話2675

○ 平常時や災害時におけるAIカメラ等による観測体制の拡充

安全で円滑な通行を確保するため、AIカメラ等の設置（１００箇所）を計画的に推進中

～令和５年度
AIカメラ ： ２０箇所
CCTVカメラ ： ３３箇所

（うちＲ５年度１３箇所）
民間カメラ ： １８箇所

７１箇所
１００箇所

AIカメライメージ

CCTVカメライメージ

交通量
観測装置

災害時の異常検知

緊急輸送道路等

冠水危険箇所

積雪危険箇所

交通量の常時観測

主要渋滞箇所

観光地

ＩＣアクセス道路等

平常時 災害時

重なる
箇所

ーカメラ設置の考え方ー

ー全体設置数１００箇所の内訳ー

平常時・災害時の
重なる箇所

45箇所

災害時の観測箇所

50箇所

平常時の観測箇所

5箇所

（設置済：３箇所） （設置済：31箇所）

（ 設置済：37箇所
→ 令和6年度:13箇所追加 ）

令和６年度
・災害時の観測箇所に設置

CCTVカメラ： １３箇所

８４箇所
１００箇所

合計：
合計：

・県管理カメラ画像集約システムの構築
オープンデータ化を見据え、県内各所の県管理
カメラ画像を集約し、道路規制情報と併せて閲
覧可能とするシステム



１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～道路管理体制のデジタル化～
県土整備部

道路管理課 電話2677

○ ＩＣＴを活用してインフラマネジメントの強化・効率化を推進

ひび割れ自動計測

路面状況のデータベース化
（帳票・地図表示）

車載カメラ ＧＰＳ撮影

路面の凸凹状況を自動判定

舗装劣化状況把握システム

ＡＩ路面標示劣化検知システム

令和４年度
システムの実証試験着手

令和５年度
システムの本運用開始

令和６年度以降
保守・点検、必要に応じ機能拡張

スマートフォン振動検知アプリ 路面状況のデータベース化
（帳票・地図表示）

＜システムのイメージ＞
車載カメラ ＧＰＳ撮影

AIによる路面標示の
抽出・劣化状況の判定

メンテナンスのデジタル化に
より、道路管理の強化・効率化

「ＡＩ路面標示劣化検知システム」
の活用により、
・剥離度調査の省力化
・適切な引き直し計画の策定

さらに、
「舗装劣化状況把握システム」
の導入を検討し、
・路面性状調査の省力化
・路面標示と舗装の状況を

一体的に把握することで、
コストを考慮した、適切な
維持管理計画の策定を目指す

路面標示の剥離度合を判定・記録するシステム

舗装のひび割れ等、路面状況を把握・記録するシステム

連
携

令和６年度以降
システムの導入検討



重点監視箇所に
危機管理型水位計
と簡易型河川監視
カメラを設置

１ 強靱な県土づくりの強力な推進 ～河川管理体制のデジタル化～
県土整備部

河川課 電話2682

○ 洪水時の水防活動に必要な情報をリアルタイムで把握するとともに、洪水時の危険性や切迫感を沿川住民に伝え、

適切な避難判断・行動を促すため、危機管理型水位計や簡易型河川監視カメラの設置を計画的に推進

簡易型河川監視カメラ 危機管理型水位計

水位やカメラ画像は、国土交通省の専用サイト

「川の水位情報」で確認

通常時

住民は避難
時期の判断
材料に活用

早期避難を
促すため、
リアルタイム
の画像を提供

洪水時

5分毎の水位を表示

出水時

通常時

（イメージ図）

設置済

令和７年度以降

令和６年度設置予定

要設置
102箇所

設置済
73箇所

12箇所

17箇所

令和６年度
設置予定

令和７年度以降

「川の水位情報」

アイコン表示の例アイコンを
クリック




